
2025年6月6日

東京都中野区本町二丁目４６番１号　

株式会社　ＪＴＢ商事　　　　 　　 

代表取締役 社長執行役員 加藤　雄次

    （単位：千円）

　　科　　　目 　　金　　　　額 　　科　　　目 　　金　　　　額

　　　資　　　産　　　の　　　部 　　　負　　　債　　　の　　　部

流　 動　 資　 産 19,351,243 流　 動　 負　 債 13,795,741

現 金 及 び 預 金 33,526 支払手形及び電子記録債務 4,599,306
受取手形及び電子記録債権 39,186 買 掛 金 6,095,360

売 掛 金 7,008,275 未 払 金 419,109

未 収 金 341,067 未 払 賞 与 703,022

商 品 1,845,164 未 払 費 用 113,605

貯 蔵 品 63,852 未 払 法 人 税 等 558,829

未 成 工 事 支 出 金 23,875 前 受 金 70,305

前 払 金 136,941 未 成 工 事 受 入 金 45,700

関係会社短期貸付金 9,844,392 工 事 補 償 引 当 金 15,777

そ の 他 15,669 預 り 金 920,691

貸 倒 引 当 金 △ 707 そ の 他 254,034

　固　 定　 資　 産 1,880,410 固　 定　 負　 債 795,233

有 形 固 定 資 産 108,702 退 職 給 付 引 当 金 751,638

建 物 附 属 設 備 44,971 役員退職慰労引当金 32,220

機 械 装 置 21,686 そ の 他 11,375

器 具 備 品 42,045

無 形 固 定 資 産 269,208 　　 負　 債　 合　 計 14,590,974

ソ フ ト ウ エ ア 266,815 　　　純　　資　　産　　の　　部

そ の 他 2,392 株 　主 　資 　本 6,640,593

資 本 金 100,000

投 資 そ の 他 の 資 産 1,502,499 利 益 剰 余 金 6,540,593

投 資 有 価 証 券 52,727 利 益 準 備 金 25,000

関 係 会 社 株 式 10,096 そ の 他 利 益 剰 余 金 6,515,593

差 入 保 証 金 203,708 別 途 積 立 金 5,010,000

長 期 前 払 費 用 4,828 繰 越 利 益 剰 余 金 1,505,593

前 払 年 金 費 用 651,083 （うち当期純利益） （ 1,489,954 )

繰 延 税 金 資 産 430,054 評 価・換 算 差 額 等 85

長 期 債 権 894 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 85

そ の 他 153,600

貸 倒 引 当 金 △ 4,494 純 資 産 合 計 6,640,679

　　資　 産　 合　 計 21,231,653 負 債・純 資 産 合 計 21,231,653

第４１期決算公告

貸 借 対 照 表

２０２５年　３月３１日現在



 【重要な会計方針に係る事項に関する注記】 

１．資産の評価基準及び評価方法 
(１) 有価証券の評価基準及び評価方法 

① 子会社及び関連会社株式   移動平均法による原価法を適用しております。 
② その他有価証券 

市場価格のない株式等  移動平均法による原価法を適用しております。 
 

(２) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 
① 商品及び貯蔵品     移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に 

    基づく簿価切下げの方法により算定）を適用しております。 
② 未成工事支出金     個別法に基づく原価法を適用しております。 

 
(３) デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

      デリバティブ        時価法 
 

２．固定資産の減価償却の方法 
(１) 有形固定資産      定率法を適用しております。 

            ただし 2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物は 
            定額法を適用しております。 
 

(２) 無形固定資産      定額法を適用しております。 
      なお、ソフトウエアについては、社内における見込利用可能期間（５ 
       年）に基づく定額法を適用しております。 

 
３．引当金の計上基準 

(１) 貸 倒 引 当 金       売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ 
                        いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別 
                        に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

(２) 工 事 補 償 引 当 金      完成工事の瑕疵担保等の費用発生に備えるため、完成工事に対する将 
                        来の補修見積額を計上しております。 

(３) 退 職 給 付 引 当 金      従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付 
                        債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生して 
                        いると認められる額を計上しております。 
                        数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の 
                        一定の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発 
                        生の翌事業年度から費用処理しております。 

(４) 役員退職慰労引当金      役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を 
              計上しております。 
 

 



４．重要な収益及び費用の計上基準 
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年３月 31 日）等を適用しており、約

束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込
まれる金額で収益を認識しております。 
 
（１）商品販売取引 

商品等の販売取引については、主に消耗品及び装備品の販売を行っております。このような商品 
の販売については、顧客に商品をそれぞれ引き渡した時点で収益を認識しております。 

 
（２）工事請負取引 

工事請負取引については、工事契約を締結しております。当該契約については、一定の期間にわ 
たり履行義務が充足されると判断し、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しており 
ます。進捗度の測定は、各報告期間の期末日までに発生した工事原価が、予想される工事原価の 
合計に占める割合に基づき行っております。なお、短期の工事契約については、重要性等に関す 
る代替的な取扱いを適用し、履行義務が充足した時点で収益を認識しております。 

 
５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

(１) ヘッジ会計の方法 原則として繰延ヘッジ処理によっております。 
ヘッジ手段とヘッジ対象 ①ヘッジ手段 為替予約取引 
  ②ヘッジ対象 外貨建金銭債務及び外貨建予定取引 
ヘッジ方針 輸入取引に係る外貨建金銭債務及び将来の外貨建取引に対して、為替

相場の変動によるリスクをヘッジする目的で行っております。 
ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシ

ュ・フロー変動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッ
ジ有効性を評価しております。 

(２) その他   貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書の記載金額は、 
千円未満を切り捨てて表示しております。 
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